
番号 都道府県
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（地方公共団体名）
地域再生計画の名称 地域再生計画の区域 地域再生計画の概要 活用する支援措置 計画本文

1 北海道 北海道中富良野町
中富良野町地域商社による持続可能な強
い農業を中心とした地域産業創造事業

北海道中富良野町の全域

町内の農産品を中心に取り扱う地域商社機能を町内に構築し、そこ
で価値に応じた価格で取引できる販路の戦略的な拡大によって収益
性を改善させて担い手を確保し、その担い手による収益性の高い産
品の収量増加、加工による新商品開発支援等を行うことで、農業の
収益性を向上させる。また、農業と観光、他の産業と結び付けるこ
とで、農業振興への相乗効果、農業を核とした交流人口・関係人口
の増加、町内に新しい人の流れを生み出して移住・定住を促進させ
ることで、人口減少を抑制する。

地方創生推進交付金 計画本文

2 青森県 青森県弘前市 健康とまちのにぎわい創出推進計画 青森県弘前市の全域

地域活力維持・発展と人口減少対策のため、中心市街地をフィール
ドに含めながら市民の健康寿命延伸と中心市街地活性化を図る。具
体的には、健康づくり分野および中心市街地活性化に精通する事業
者から支援を受けながら、中心市街地をフィールドとして、健康意
識が低い働き盛り世代の市民を主なターゲットに、健康意識の向上
や行動変容（食生活や運動習慣の見直し、健診等の受診、健康に向
けた意識向上）を促すとともに、中心市街地への来街や消費につな
がる様々な事業を検討・実施する。

地方創生推進交付金 計画本文

3 青森県 青森県八戸市
はちのへＡＩ（アイ）中心街・バス活性
化プロジェクト

青森県八戸市の全域

デジタル技術の活用により、コロナ禍で疲弊した中心街の賑わいの
復活と経済活性化、利便性、回遊性の向上、さらなる賑わいの創
出、バス利用者の増大、バス路線最適化を図るとともに、データに
基づくEBPMの徹底により、官民が連携して効率的かつ安全なデータ
の活用ができる体制を構築し、理解と共感を得ながら住民と一体と
なったまちづくりを推進するため、各種アプリ、駐車場共用化シス
テム、人流分析システムの開発等を進めるとともに、オープンデー
タとして活用できるようデータ連携基盤及びデジタルツインの開
発・実装に取り組む。

地方創生推進交付金 計画本文

4 岩手県 岩手県盛岡市
将来に向けて盛岡・玉山の「農業」と
「ひと」を紡ぐ拠点・（仮称）道の駅も
りおか整備事業

岩手県盛岡市の全域

盛岡市玉山地域の基幹産業である農業振興・拡大のため道の駅を整
備し、道の駅の「ヒト・モノ・カネ・情報・人材が交差する場所」
という特長を活用し、産地直売所や飲食店舗、地域情報の発信機能
による農業振興や地域の魅力発信を行うとともに、多様な属性の人
がオープンな対話を通じて課題解決を図るイノベーションプラット
フォーム「フューチャーセンター」を整備することで、道の駅を起
点とした新たなビジネスやブランドの創出、地域の将来の担い手の
育成・確保、稼げる農業への転換を図り、将来にわたり持続可能な
地域を目指す。

地方創生拠点整備交付金 計画本文

5 岩手県 岩手県遠野市 とぴあ・まちなか再生プロジェクト 岩手県遠野市の全域

遠野のまちなか再生のため、中心市街地の核店舗が、市外の大学生
の発想力と発信力を借りて、新たな集客ターゲットを自ら開拓し、
地域経済を牽引する事業の実施と自らの経営力向上と集客力向上に
取り組んでいく。これまで遠野市民をターゲットにしてきた事業展
開を改め、新たなターゲットとして、遠野市街の住民や観光・ビジ
ネス、ワーケーションで遠野に訪れる観光客に設定し直し、集客力
向上に取り組む。
市内商工業者などとの協働により、中心市街地活性化事業に取り組
む。

地方創生推進交付金 計画本文

6 岩手県 岩手県紫波町 紫波型断熱改修新規事業化事業 岩手県紫波町の全域

町内建設産業の衰退を抑制するため、従来の公共施設や新築住宅だ
けでなく、町で未だに注力しておらず大手ハウスメーカー等の競合
相手が少ない既存住宅のリフォーム（断熱改修）に新たに力を入れ
ていくことで、新たな産業の振興を図る。町の森林資源を建設事業
において活用する新たな事業を創出し、地域産業の原動力となる優
秀な人材を育成・確保する仕組みを創出することで、町内の資源・
人・経済が循環する持続可能な「なりわい」がある町づくりを推進
し、「地域産業の稼ぐ力」の成長を推進する。

地方創生推進交付金 計画本文

7 山形県 山形県鶴岡市
鶴岡サイエンスパークブランド確立によ
る専門人材獲得・新産業創出計画

山形県鶴岡市の全域

鶴岡市では慶應義塾、山形県と鶴岡サイエンスパークに研究開発機
能の集積と新産業の創出・育成の基盤整備を進めてきたが、世界中
から優秀な人材を更に呼び込み、研究と新産業の創出を促進するた
めには、ブランディング戦略に基づく一元的な情報発信、視察の受
入れ等を強化し、ブランドを確立する必要がある。そのため、（一
社）鶴岡サイエンスパークとの官民協働による取組を加速させ、鶴
岡サイエンスパークのブランド確立を図り、もって鶴岡サイエンス
パークを核とする「ひと・しごと」の好循環を生み出し本市の地方
創生に資する。

地方創生推進交付金 計画本文

8 山形県 山形県村山市
地域資源と人的資源の最大活用化オンラ
イン計画

山形県村山市の全域

総合戦略の基本目標の一つである「あらゆる資源を活かして“しご
と”を創出しよう」の達成のために、本市では６次産業事業に力を
入れ、地元農産物に加工を加え新たな商品価値をプラスし販売を
行ってきた。また、それとは別に昔から地元地域で取り扱われてき
た品物や商品を新たな地域資源として発掘し、コロナ禍で需要が高
まったＥＣサイトでの通信販売取引を推進し、本市をＰＲする。本
事業を推進することで、全国へ本市のブランドを発信し、そこから
関係人口創出を狙い、首都圏等から地方への人の流れをつくる。

地方創生推進交付金 計画本文

9 山形県 山形県西川町
AI観光コンテンツ制作を通じた課題解決
型人材の確保へ！交流人口拡大とコアな
関係人口の整備事業

山形県西川町の全域

西川町は、観光と農業を主力産業とする人口約4,800人の町であ
り、加速度的な人口・観光客減少が問題である。本町でノウハウを
有しない周遊型ＡＩ観光にあえて取組むことにより、デジタル人材
を中心とする課題解決型人材を呼込み「デジタル活用で稼ぐ町」を
推進する。デジタル観光コンテンツの制作やプロモーションに関わ
る人材、専門的なスキルを有する複業人材等、町外居住者との密度
の高い「関係人口」＝「課題解決型人材」とのコミュニティを形
成・拡大し、これまでにない新しい人材力と人材育成による地域の
活性化を目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

10 山形県 山形県白鷹町
地域人材ベースキャンプによる担い手確
保推進事業

山形県白鷹町の全域

人口減少が進む本町が持続可能な地域づくりを実践していくために
は、各産業の担い手の確保と地域を先導する人材育成が最重要案件
であり、外からの人材確保と内の人材育成を推進するため、地域人
材ベースキャンプを設立し、①労働者を組合員等の事業に従事する
機会を提供する（いわゆる労働者派遣）事業②地域コミュニティ組
織（町内に６つあるコミュニティセンター）の一括管理及び地域コ
ミュニティ組織に配置する地域づくりコーディネーターの育成③地
域コミュニティ組織での地域住民のリスキリング（学び直し）事業
の企画・運営を行う。

地方創生推進交付金 計画本文

11 福島県 福島県国見町
地域ブランドと魅力発信を図るCI（コー
ポレートアイデンティティ）プロジェク
ト地域再生計画

福島県国見町の全域

町としての統一的な方針やブランドイメージをＣＩ（コーポレー
ト・アイデンティティ）として作成し、行政だけでなく町民や民間
事業者、若手クリエイターなど町に関わりのある人を巻き込んで展
開することで、町の魅力を町外に積極的に発信する。また、プロ
モーション方法についても民間事業者と協働した緻密なデータの分
析により、活用する商品や広報媒体、ターゲット、PR手段を検討
し、効果的に取組むことで、移住定住の促進や関係人口の創出を図
る。

地方創生推進交付金 計画本文

12 茨城県 茨城県常総市 常総市防災情報伝達の強化事業計画 茨城県常総市の全域

常総市は東日本大震災や平成27年9月関東・東北豪雨による災害の
経験を活かした防災・ 減災対策や防災基盤・体制を整備するとと
もに、防災情報伝達の強化により、市民の自助・共助の意識を高め
「防災先進都市」の実現を目指す。本計画では、IoTやAIなどの未
来技術を活用し、住民自身が保有する端末で日々の健康情報や活動
データを保持し、必要に応じて自治体と通信し、通常時には見守り
サービスや健康増進サービスを提供し、非常時には災害救助や避難
所生活を支えるツールとして活用できるICT基盤を構築する。

地方創生推進交付金 計画本文

13 茨城県 茨城県常陸太田市
自動運転の社会実装を見据えたMaaS×eコ
マース推進事業

茨城県常陸太田市の全域

自動運転車両を導入し、中心市街地と住宅団地、駅、道の駅、観光
施設等をつなぐとともに、バス停から自宅までの移動等山間部を走
行させることで公共交通の利便性の向上と担い手不足の対応等、公
共交通衰退への対応を図る。また、新市街地に新技術を導入するこ
とで賑わいを創出するとともに、中心市街地と山間地域における本
市ならではの「人」・「モノ」の移動に係る課題解決に向けて、未
来技術を活用した物流・交通網を模索することにより、移動性の向
上、持続可能な物流・公共交通ネットワークを構築する。

地方創生推進交付金 計画本文
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14 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェクト～交流
人口・関係人口創出拠点施設整備事業～

茨城県境町の全域

本事業は、新たな生活様式であるテレワークやワーケーションなど
の全国的な動きを踏まえ、家族連れでも余暇を楽しみ仕事を行うこ
とができる「ワーケーション」の拠点として、無線ＬＡＮ等が整っ
たグランピング施設を４棟、新型コロナウイルス等の感染症対策が
十分にとれる間隔でテントが張れる４つのサイトを整備し、今ある
地域資源と融合させた魅力的な過ごし方である「（仮称）境町ワー
ケーションパッケージ」を構築することで本町への交流人口を持続
的に確保し、地域の活力を維持することを目指す。

地方創生拠点整備交付金 計画本文

15 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェクト～「境
町文化村」機能向上施設整備事業～

茨城県境町の全域

本事業では、境町アーバンスポーツパーク等に近接の町遊休地に、
トイレや受付、ラウンジなどの休憩施設、競技に必要な物品の購入
や道具の修繕、パーソナルトレーニングルーム、更には東京オリン
ピックのレガシーを体感できるブースを備えた施設、駐車場等を整
備する。これにより、スポーツ施設の利便性が向上することで利用
者の更なる増加につながるとともに、周辺商業施設の利用などの経
済効果や、本町の施策も踏まえ施設を継続的に利用したいと考える
移住検討者の増加など、本町全体の活性化につながることが期待で
きる。

地方創生拠点整備交付金 計画本文

16 茨城県 茨城県境町
河岸の街さかい復興プロジェクト～（仮
称）境町ドローンラボ・ドローンフィー
ルド整備事業～

茨城県境町の全域

本事業は、国産ドローンを活用することで、人口減少や買い物弱者
支援、更には担い手不足により維持困難が想定される地域物流など
の課題を解決していくため、国産ドローンを活用できるデジタル人
材の育成や国産ドローンを研究開発、更には本町の特性に合ったも
のにチューニングできる拠点施設を整備するものである。これによ
り、安心安全な国産ドローンが本町内に普及することで地域物流の
促進や地場産業の活性化、あるいはこれまで行動が制約されていた
人々の経済活動が活発化することにより、地域経済全体の活性化に
つながる。

地方創生拠点整備交付金 計画本文

17 群馬県 群馬県太田市
OTAアリーナ（仮称）を核としたまちづく
り推進計画

群馬県太田市の全域

OTAアリーナ（仮称）を軸に置いた事業に地域と企業と行政等が協
働して取り組むことで、太田市＝スポーツのまちというイメージづ
くりや、地域全体でスポーツによるまちづくりを進めるという機運
の醸成を図るなど、新たな魅力を加えることで、世代を超えた交流
を促し地域経済のさらなる活性化を目指し、OTAアリーナ（仮称）
を、太田市の新たなシンボルとしてまちづくり・地域経済活性化の
中核を担うものとして最大限活用していく。

地方創生推進交付金 計画本文

18 群馬県 群馬県嬬恋村
嬬恋村の地域課題解決に向けた企業向け
研修・官民連携推進事業

群馬県嬬恋村の全域

嬬恋村では、「人口減少」が大きな課題となっており、移住者拡大
を図る必要がある。移住施策に関して解決すべき課題は多く、村の
立地や自然景観を活かしたツール(事業や行事)はあるが、移住に結
び付くキッカケにする工夫が乏しい状況である。人口減少の大きな
要因となる地域課題を官・民・地域の連携により解決を図る。将来
的には村役場職員が民間企業を受け入れつつ地元の課題やニーズに
対応する人材の育成を図ることで、自立性の高い官民共創の制度づ
くりと課題解決事業のサイクル化を実現する。

地方創生推進交付金 計画本文

19 石川県 石川県
大学発のスタートアップの発掘・育成計
画

石川県の全域

石川県は、人口あたりの高等教育機関数が全国1位であるなど、全
国有数の高等教育機関の集積地であり、県内大学では全国トップク
ラスの研究が行われているが、人材面や資金面での資源の不足、関
係機関の連携が整っていないなど、大学発スタートアップの創出環
境に課題がある。そのため、発掘・育成・成長のそれぞれの段階に
応じた、人材・資金・情報などの必要な支援を行い、大学発スター
トアップの創出による産業の多重化・多軸化を図るとともに、雇用
増加や移住・定住を促進する。

地方創生推進交付金 計画本文

20 石川県 石川県白山市
子ども・若者を中心としたSDGｓ推進プロ
ジェクト

石川県白山市の全域

将来に対して夢や希望に溢れる子ども・若者が中心となり、ＳＤＧ
ｓ推進のもと、平野部から白山ろくに広がる特色ある地域特性を守
りながら、将来的な人口減少及び高齢化などの時代の変化による多
様化する地域や社会の課題解決に向け、地域間及び広域的なネット
ワークの連携強化、また市、地元企業、住民組織の協働により、白
山ろく地域の活性化や市民が地域に誇りを持ち、安全で、安心して
暮らし続けることができる「まち」づくりを目指すため、「学び」
「成長」「挑戦」できる環境の構築を目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

21 福井県 福井県大野市
大野の未来につなぐ人づくりプロジェク
ト

福井県大野市の全域

本市では人口減少、少子化、高齢化が全国平均よりも早く進んでお
り、人口減少対策は喫緊の課題である。また、「脱炭素」や「デジ
タル化」といった新たな潮流が生まれてきており、本市が対応すべ
き地域課題が多様化、複雑化している。交付対象事業では、地方創
生の原動力は「人」であるという観点から、「脱炭素」や「デジタ
ル化」の潮流に対応できる人材や、「結（助け合い、支え合い）」
を大切にして地域防災を担う人材の育成に取り組み、人口減少が進
む中にあっても持続可能な地域づくりを目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

22 山梨県 山梨県

モノづくりの伝統技術とデジタル技術が
織りなす、イノベーション支援拠点整備
事業　～高付加価値製品開発と新規分野
への参入～

山梨県の全域

山梨県は、「県民一人ひとりが豊かさを実感できるやまなし」の理
念を実現するため、あらゆる産業の高付加価値化を目指している。
その中で、歴史と伝統を誇る繊維産業と本県の基幹産業である機械
電子産業は、技術的価値・情緒的価値とも高いポテンシャルを持っ
ているが、これを具体的な経済的価値に転換していくことが課題で
ある。このため、高精度な加工技術及び検査・測定機能や、迅速な
試作機能を持つ先端機器を備えた施設を整備し、当施設が創作交流
の拠点となることで、中小製造業のイノベーションを促していく。

地方創生拠点整備交付金 計画本文

23 岐阜県 岐阜県美濃加茂市 ヘルステック健康まちづくり事業 岐阜県美濃加茂市の全域

美濃加茂市では、特定健診受診率が岐阜県平均を下回っており、近
い将来医療費の増大が懸念される。このような背景から、官・民・
医が連携して健康・医療情報インフラを構築し、市民の健康寿命延
伸に向けた新たなプロジェクトを進めることとした。これにより、
市民ひとりひとりに最適な健康増進プログラムを提案する。また、
ヘルステックセンターや市内に広がる里山を活用したプログラムの
企画・実施により、市民の健康増進を図るとともに、地域の活力や
経済効果、まちの賑わいを生む社会を目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

24 静岡県 静岡県伊豆市
「キャンプ」と「地域資源」を融合した
アドベンチャーツーリズムによる、人の
流れを呼び込む好循環構築計画

静岡県伊豆市の全域

Izu Camp.com projectは交流人口・関係人口の増加により伊豆ファ
ンを獲得し将来的に移住定住に繋げ、人口減少対策を行うことを目
的に、キャンプを入口とした伊豆市の持つ地域資源であるアウトド
アコンテンツ、オリンピックレガシーである自転車、ジオパーク、
温泉、農林業等と連携した、伊豆ならではのアドベンチャーツーリ
ズムによるコンテンツを造成し、適切な情報発信を行う事業であ
る。

地方創生推進交付金 計画本文

25 静岡県 静岡県南伊豆町
多様なライフスタイルが集う新たな地域
コミュニティ創生モデル事業

静岡県南伊豆町の全域

地域の資源やデジタル技術の活用を図ることで移住者や関係人口を
拡大するとともに、地元住民と移住者等が互いに交流し、協力し合
うことで集落機能を維持し、一定の利便性を確保しつつ地域での暮
らしを継続していくための新たなコミュニティ創生に取組む。

地方創生推進交付金 計画本文

26 愛知県 愛知県津島市
住んで良し！訪れて良し！津島Style③創
出事業～ハピネス津島大作戦！～

愛知県津島市の全域

健康づくりを習慣化するため、ウォーキングを導入し、市民参加で
ウォーキングコース作成等を行い、ウォーキングしやすい環境づく
りを行うとともに、市内事業所等と連携したイベントを実施する。
また、食品ロス削減のためのWEBサービスを導入し、食品ロス削減
により環境負荷を低減する。

地方創生推進交付金 計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a014.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a015.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a016.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a017.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a018.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a019.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a020.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a021.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a022.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a023.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a024.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a025.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a026.pdf


番号 都道府県
作成主体名

（地方公共団体名）
地域再生計画の名称 地域再生計画の区域 地域再生計画の概要 活用する支援措置 計画本文

第65回認定(令和４年８月31日認定分)　地域再生計画の概要

27 愛知県 愛知県知立市
地方創生と脱炭素の好循環による地方創
生SDGs推進プロジェクト

愛知県知立市の全域

本市は、近隣の自動車産業関連企業に勤める、20歳代の外国人が増
加しているベッドタウンという特徴がある。コロナ禍において、職
を失った外国人は多くおり、再就職も難しい状況がある。そこで、
本プロジェクトにより、①脱炭素化の推進による、環境にやさしい
まちづくりの加速化、②新たな外国人雇用の創出等による、雇用の
安定化の２点を実現することにより、「地方創生と脱炭素の好循
環」を生み出し、SDGsを原動力とした地方創生である「地方創生
SDGs」を推進する。

地方創生推進交付金 計画本文

28 三重県 三重県明和町
持続可能な観光地域づくりを目指した、
観光DX推進による地域再生計画

三重県明和町の全域

「持続可能な観光地づくり」を推進するため人材育成や機運醸成を
図るとともに、メタバースをはじめとした、観光DX等の先進技術を
導入し、どのような情勢下でも、地域経済や交流人口の拡大を図る
ことが出来る地域を目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

29 滋賀県 滋賀県守山市 “文化財でつなぐ、守山”整備推進事業 滋賀県守山市の全域

守山市の文化財について、発信力不足や担い手不足などの課題を抱
えており、それらを解決するために、最新技術を活用した効果的な
情報発信を市内一体で構築するとともに、新たな発信拠点となる場
や課題を抱える個別文化財を再整備し、さらにそれらをつなげる
ルート整備を展開することで、文化財が市民の共有財産であり、か
つ自らが担い手である意識を高め、文化財を中核としたまちづくり
を推進する。また中長期的には、この地域総がかりの体制を基盤に
持続可能な観光振興へとつなげる。

地方創生推進交付金 計画本文

30 京都府 京都府乙訓郡大山崎町 戦国タイムスリップ観光事業 京都府乙訓郡大山崎町の全域

「天下分け目の天王山」のある町という切り口から、戦国時代をは
じめとしたその豊かな歴史を前面に出して、観光振興を図る。そし
て、地域経済を活性化させるとともに、多くの来訪者を地元住民が
「おもてなし」することで、住民の我が町への愛着も高める。ま
た、住民にも天王山のハイキングを促し、健康増進を図り、いきい
きと過ごす住民を増やす。そうして、町に更なる活気を生み、大都
市近郊にありながら自然が豊かであるという、もとよりこの町が内
包する地理的・環境的強みと足し合わせて定住者を増やし、末永く
町を発展させる。

地方創生推進交付金 計画本文

31 大阪府 大阪府松原市
スケートボードパークを核としたまちづ

くり計画 大阪府松原市の全域

まちの魅力コンテンツである「アーバンスポーツ(スケートボー
ド)」のさらなる魅力向上・発信を行い、当市の認知を高め市外か
らの若者世代を中心とした人の呼び込みを図るとともに、周辺産業
の創出及び市全体への経済的な裨益させることで、当市が”選ばれ
るまち”としての持続的な発展につなげる。

地方創生推進交付金 計画本文

32 大阪府 大阪府箕面市
二次交通の充実及びＡＲ技術を活用した
箕面周遊・滞在型観光推進計画

大阪府箕面市の全域

一年を通じた観光客数の増加、観光客による回遊性の向上及び消費
の活性化、観光コンテンツの創出による魅力向上のために、観光ス
ポットを結ぶ二次交通の導入に向けた試行運行と実証、ＡＲ技術を
活用した市の歴史や自然を感じられるデジタルコンテンツの開発、
冬期におけるイルミネーション等を実施する。

地方創生推進交付金 計画本文

33 奈良県 奈良市 元気なら農業活性化プロジェクト 奈良市の全域

奈良市の観光、料飲、農業、福祉の連携を目指し、農業を主体とし
た新たな働き方の受け皿構築を図る。総合的なマネージメントがで
きる農業者を育成する。高付加価値農業を実現する。このため、観
光や料飲への供給ニーズが高く高付加価値を持った果樹への転作を
目指す。「もの」だけではなく「こと」が売れる特産品開発を目指
す。農家アウトドアレストラン（畑の周辺のアウトドアで料理を楽
しむ）や畑の八百屋さん（消費者が収穫された農産物を畑で購入す
る）などを開催する。

地方創生推進交付金 計画本文

34 和歌山県 和歌山県かつらぎ町 かつらぎ熱中小学校推進計画 和歌山県かつらぎ町の全域

「大人の社会塾・熱中小学校」を開校し、首都圏の企業経営者や研
究者を講師に招く。地域の事業者のマーケティング・経営分析・情
報発信力が向上するとともに、熱中小学校を通じて協力関係を築
き、競争力の高い地域産品を創出する。講師や姉妹校等との人脈を
形成し、産品のブラッシュアップ、販路開拓、プロモーションを図
る。地域の有識者による郷土教育を行い、郷土愛の醸成を図る。有
識者・若年層・高齢者を結びつけ、全ての住民が地域づくりに貢献
できる環境を構築する。併せて、産品にストーリーや付加価値をつ
けることに繋げる。

地方創生推進交付金 計画本文

35 鳥取県 鳥取県江府町
「水」を守り新たな暮らし方を構築する
「江府町SDGs推進計画」

鳥取県江府町の全域

本町最大の資源である「水」を産出する自然環境の永続的な保全の
在り方を構築するため新たな産業として環境事業に取り組むととも
に、スマートフォンを中心として全世代のデジタル技術の活用を支
援し、SDGsの理念の基、誰一人取り残さない住み続けることのでき
るまちづくりを推進し、人流の創出を目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

36 岡山県 岡山県倉敷市
地域密着・交流型「暮らし＆テレワーク
体験」施設を核とした下津井活性化計画

岡山県倉敷市の区域の一部（児島地区）

繊維産業を基幹産業とする倉敷市児島地区は、瀬戸内海国立公園等
の地域資源や２つの日本遺産のストーリーなど、他にはない地域特
性を有している。一方で、市内で最も人口減少が加速する地域でも
ある。そこで、児島地区の中でも過疎・高齢化によるまちの持続可
能性に、地域自身が危機感を持つ下津井地域を事業モデル地とし、
情報発信や地域主体の密着・交流型の地域体験を実施し、観光や仕
事、移住検討を入口とした、交流人口や関係人口、更には移住人口
の増加を図り、地域活性化に繋げる。

地方創生推進交付金 計画本文

37 岡山県 岡山県新庄村
ヒメノモチで伸ばせ！雇用創出プロジェ
クト

岡山県真庭郡新庄村の全域

新庄村の人口は減少の一途をたどっており、中でも若い世代の村外
への流出が大きく、人口減少の主たる要因となっているが、これは
若い世代が働く場を村外に求めて転出していることによるものであ
る。こうした状況を改善するため、「安定した雇用を創出して、安
心して働けるようにする」ことを総合戦略の目標の１つに掲げ、そ
の目標実現に向けて、農業従事者の所得向上や村の特産品を活用し
た商品開発を行うことで、生産・加工・販売といった各段階におけ
る雇用を創出し、人口減少への歯止めをかけることを目指すもので
ある。

地方創生推進交付金 計画本文

38 徳島県 徳島県
Targeting 大阪・関西万博！「バーチャ
ル」×「リアル」な体験による新たな
「人の流れ創出」事業

徳島県の全域

全国に先駆け構築したプラットフォーム「とくしまバーチャルパビ
リオン」を活用し、徳島県への認知とシンパシーを生む情報発信・
交流空間とし、デジタル関係人口の創出、メタバース上の発信によ
る徳島への来訪を図るとともに、このパビリオンを県内の民間企業
等にも開放し、徳島が誇る技術やコンテンツの疑似体験により、多
様な主体によるビジネス展開につなげる。メタバース活用の取組を
大阪・関西万博に先んじて進め、徳島県への「人・モノ・コト・情
報」を呼び込み、メタバース市場で交流やビジネス展開が活発な経
済活動を創出する。

地方創生推進交付金 計画本文

39 香川県 香川県坂出市 Ｄｉｇｉ田さかいで再生プロジェクト 香川県坂出市の区域の一部（居住誘導区域）

坂出市の資源や強みを最大限に活かし、まちのイメージ転換を図る
施策によって、「働くまち」と「住むまち」が両立できるまちを目
指す。坂出市の象徴的な建物である坂出人工土地周辺の歩行者空間
をオープンスペースとして人々が集い安らげる場所へと整備を行う
とともに、誰もがチャレンジできるチャレンジショップを開設する
ことで、新たな民間事業者の活動を促し、人工土地周辺における店
舗数の増加とにぎわいを創出する。創出されたにぎわいにより、人
流が増加し、近接する商店街への波及効果や新規民間投資の誘発を
図る。

地方創生推進交付金 計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a027.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a028.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a029.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a030.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a031.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a032.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a033.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a034.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a035.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a036.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a037.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a038.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a039.pdf
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40 愛媛県 愛媛県伊方町
日本一細長い半島のICTを活用した地域商
社『佐田岬モデル』確立プロジェクト

愛媛県伊方町の全域

四国最西端日本一細長い半島である佐田岬半島に位置する伊方町
は、豊かな自然と特異な地形を有している。柑橘を中心とした農業
と水産業が主要産業であるが、高齢化・人口減少により従事者は
年々減ってきている。また、交通アクセスの悪さから、観光客の通
過地点になりがちであるため、本事業を通じて、さらなる町の魅力
を創出することで時代の変化に対応した「しごとづくり」を行い、
それら魅力を発信することで、「町外での稼ぐ力」を強化し、町内
の活性化だけでなく、訪れた方の利便性をアップする「交通整備」
の実現を目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

41 高知県 高知県 ＣＬＴ等木造建築物普及促進事業 高知県の全域

高知県は、県土の84パーセントを森林が占める全国１の森林県であ
り、これまで、この資源を余すこと無く活用するため、大型製材工
場の整備等の加工体制の強化、木質バイオマス発電施設の整備、外
商強化などに取り組んできた。さらなる発展のため、本事業の実施
により、非住宅中高層建築物等での木材需要を拡大させ、豊富な森
林資源を活かし、外需の獲得、県経済の好循環を生み出すことによ
り、雇用の創出や地域経済の活性化を図り、新たな人の流れを創出
し地方創生を実現する。

地方創生推進交付金 計画本文

42 高知県 高知県四万十市
看護大学を核とした健康づくり拠点整備
事業

高知県四万十市の全域

看護大学を核とした健康づくり推進センターを整備し、看護の専門
性を活かして、大学教員や学生ボランティアによる市民の健康維持
増進に向けた取り組みを行うとともに、学生の若い力を活用してま
ちのにぎわいの創出につなげることで、地域コミュニティの向上、
地域経済の活性化など、安心して健康に暮らせる魅力あるまちづく
りを構築する。

地方創生拠点整備交付金 計画本文

43 高知県 高知県佐川町
おもちゃ美術館を核とした地域活性化計
画

高知県佐川町の全域

「植物」「牧野富太郎博士」をテーマに、多世代交流、木育、ふる
さと教育の推進を目的としたおもちゃ美術館を建設整備し、運営に
あたっては、地域おこし協力隊の人材を活用するとともに、町内外
のおもちゃ学芸員（ボランティアスタッフ）の育成に注力し、施設
に関わる人材（関係人口）の増加を目指す。また、おもちゃ美術館
の利用で本町の歴史・文化・自然や取り組んでいる「自伐型林業
（川上）」「ものづくり（川下）」を体感することによりふるさと
愛を醸成し、将来の第１次産業の担い手育成や若者定住率向上を目
指す。

地方創生拠点整備交付金 計画本文

44 福岡県 福岡県田川市
農業DXを核とした田川市農業振興ビジョ
ン推進プロジェクト

福岡県田川市の全域

農業DXの実現に向けた農業者の情報面でのサポート体制構築のた
め、生産上の課題解決から販売の確保までに対応するワンストップ
の情報集積拠点として機能する農業コミュニティを創出する。ま
た、DXに多くの実績をもち「フードロス×地域課題」解決をミッ
ションとするIT企業を誘致し、未利用農産物利活用促進と併せ、地
域の農業DXを支援するデジタル人材を外部から獲得する。
これらの取組により、稼げる農業者の育成、地域の産業間連携等を
実現させる。

地方創生推進交付金 計画本文

45 福岡県 福岡県福智町
スポーツ公園を拠点とした福智町「賑わ
いと活力増進」施設整備事業

福岡県福智町の全域

本町は、平成２７年の国勢調査では２２,８７１人であった人口が
令和２年には２１,３９８人で６．４％の減少となり全国平均に減
少と比較しても高い数値となっている。総合戦略にも定義してある
「都市部への人口流出の流れを変える」ことを基軸にしスポーツの
力で町に人を呼び込み地域経済の活性化や定住促進を推進する為、
その拠点とすべく金田ふれあいスポーツ公園を再整備しフットサル
場、クラブハウス、スケートボードパーク、バスケット３×３を建
設し地域活性化の為事業を展開していく。

地方創生拠点整備交付金 計画本文

46 佐賀県 佐賀県嬉野市
スポーツフューチャーセンターによる女
性が輝くまちづくり推進計画

佐賀県嬉野市の全域

本市の20～39歳女性の減少率は、将来人口推計において、県内他市
町と比較し高い見込みとなっている。そのため女子野球選手をはじ
め、スポーツで活躍する女性たちのパワーを借りながら、「スポー
ツフューチャーセンター」としてあらゆるステークホルダーが一堂
に会し未来志向の対話によるアイディア創出の場を設けることで、
女性が住んでみたい・女性が訪れてみたいまちづくりを実現し、女
性の人口減少率の改善を目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

47 佐賀県 佐賀県上峰町
「為朝伝説」を活用した観光資源の掘り
起こし磨き上げ計画

佐賀県上峰町の全域

本町は、人口1万人に満たず、面積も12.8ｋ㎡と佐賀県でも2番目に
小さい町であり、近年大型商業施設の閉店等によりこれといった特
色がない状態となっている。その状況を打破するため、町内に伝説
が残る「源為朝」を活用した地域ブランディングを行い、源為朝を
岡山県の桃太郎伝説のような「観光シンボル」としていくための関
連事業を行う。そうすることにより、町の人口増加、交流人口の増
加、町民の地元に対する愛着の増加、雇用促進、町の賑わい創出を
図る。

地方創生推進交付金 計画本文

48 長崎県 長崎県
デジタル技術を活用した稼げるサービス
企業創出事業

長崎県の全域

サービス産業において、デジタル化による新たなビジネスモデル等
で稼ぐ地域未来牽引企業（販路拡大による稼ぎを県内企業との取引
等で地域に還元し地域経済全体への好影響を及ぼす企業）を創出す
ることで、サービス産業の生産額の底上げを目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

49 長崎県 長崎県
半導体及び航空機関連産業を中心とした
グリーン成長産業振興プロジェクト

長崎県の全域

人口減少が続く長崎県において、造船業に次ぐ基幹産業振興による
魅力的な雇用機会の創出は急務である。そのため、長崎県の強みで
ある造船プラント分野で培った高度な金属加工技術や、工学系及び
情報系教育機関の人材育成の実績を活用し、２０５０年カーボン
ニュートラルに向けた世界的な環境対応動向を契機としてグリーン
関連成長分野中心の産業構造への転換をめざす。また教育機関等と
企業が連携した人材確保支援体制の整備と企業側の事業規模拡大に
よる良質な雇用創出により、持続的な企業成長と人材の県内定着の
好循環を生み出す。

地方創生推進交付金 計画本文

50 長崎県 長崎県
先端技術等を活用した長崎の特性に応じ
た養殖スタイル推進プロジェクト

長崎県の全域

マーケット・イン型養殖業への転換に資するため、意欲のある先進
的な養殖業者が民間の養殖業関連企業等と連携し、長崎県の海域特
性等に適応した養殖施設や養殖機器等の導入実証等を実施し、長崎
の特性に応じた養殖モデルの確立を目指すもの。主な取組は以下の
とおり。①先端技術を活用した養殖生産の導入実証（やや沖合域で
の大型生簀、浮沈式生簀、IoT活用の自動給餌機や自動魚体測定シ
ステム等）、②市場の質的・量的・新規的ニーズに対応した養殖生
産物づくりに向けた取組、③安心安全な長崎の養殖生産物の消費喚
起に向けた取組

地方創生推進交付金 計画本文

51 熊本県 熊本県合志市
市民と地域産業の共創が生み出すウェル
ビーイングなまちづくり事業

熊本県合志市の全域

健康と幸福をキーワードに、あらゆる産業にデジタルの視点を加
え、市民が興味を持ち行動を変容する仕掛けと産学官の有機的な連
携から新たなマーケット（健康自然共生型産業）の創出を行う。併
せて、データ二次利用から生み出される価値を利益と変え自走を目
指す。
将来的には、公共性の高いオープンデータを整備し、企業や市民等
あらゆる主体が可能な範囲で知恵を持ち寄り参加できる環境を整え
る。
本事業により、地域包括ケアシステムとデジタル田園都市国家構想
を同時に実現し、持続可能でウェルビーイングな地域社会形成を目
指す。

地方創生推進交付金 計画本文

52 熊本県 熊本県合志市
「健幸都市こうし」デジタルキッチンプ
ロジェクト

熊本県合志市の全域

本事業は、地域経済の循環を創出するエンジンとなるべく官民連携
により設立された事業推進法人が核となり、「食」を中心とした地
域資源を最大限に活用しながら、デジタル技術の活用と移動販売に
よる新たなビジネスモデルを構築し、市民サービスの向上や事業者
の支援を行い、持続的な地域経済の好循環につなげていく。これに
より、特産品の販路拡大や観光客の増加を通じて、地域の農林業だ
けでなく、飲食店や農林業体験など観光分野においても雇用創出を
図るとともに、賑わいと活力のあるまちづくりを行う。

地方創生推進交付金 計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a040.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a041.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a042.pdf
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53 熊本県
熊本県美里町及び熊本県甲佐
町

緑川を中心に地域資源を生かした活性化
プロジェクト事業

熊本県美里町の全域及び熊本県甲佐町の全域

甲佐町と美里町両町の社会減の状況を見ると、特に若い世代の転出
超過が大きなウェイトを占めており、転出先や通勤・通学先におい
ては熊本市が圧倒的に多い状況にある。両町の地域特性を生かした
取組みにより、人口流出、特に進学・就職・結婚・住まい探しなど
の機会に転出する状況を防ぐとともに、交流人口の拡大・関係人口
の創出を図り、人口流入を促進する。特に、特色ある教育環境の整
備・充実、情報発信を行うことで、子育て世代の流出防止、流入・
定住促進につなげる。

地方創生推進交付金 計画本文

54 宮崎県 宮崎県
ウィズコロナ時代の「スポーツランドみ
やざき」まちづくり事業

宮崎県の全域

スポーツキャンプ・合宿の多種目化、通年化、全県化に向けた取組
を強化し、「スポーツランドみやざき」ブランドの一層の向上を図
る。また、本県の食、自然、文化、スポーツ環境等を活用した外国
人観光客向けの観光メニューを作成するとともに、世界的なゴルフ
ツーリズム商談会の本県開催を契機とした通年のゴルフ旅行商品を
造成する。さらに、「スポーツ・ヘルスケア」分野の製品等を磨き
上げ、新たな商品開発等に繋げる。これらの取組を一体的に進め、
効果的・戦略的な誘致や情報発信を行いながら、国内外からの交流
人口の拡大を目指す。

地方創生推進交付金 計画本文

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a053.pdf
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/dai65nintei/plan/a054.pdf
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